
※ 表中の予算額は万円単位で四捨五入しているため、合計と一致しない場合があります。

リサイクルプラザの搬入時間の変更

　リサイクルプラザでは、施設の利用状況を
踏まえ、ごみの搬入時間を変更します。
 この変更は、搬入が集中する時間帯の混雑
の緩和を図り、施設利用者の利便性の向上と
円滑な受入体制の確保を目的としています。
⃝搬入時間　９：00～16：00まで
　  　　　　（現行：８：30～16：00まで）
⃝適用開始日　６月１日（月）
問い合わせ先 　
　西部広域行政管理組合リサイクルプラザ 
　 0859-68-4071

行政書士無料相談会

　相続・遺言、成年後見、会社設立、許認可・
届出、土地利用・農地転用、契約書・合意書・
協議書等の作成などについて、行政書士が無
料で相談に応じます。
⃝と　　き　５月26日（火） 10：00～12：00
⃝と こ ろ　岸本公民館
⃝相 談 員　行政書士
⃝申込方法　電話
⃝申込期限　５月25日（月）正午まで
　※事前予約が必要です。

予約・問い合わせ先 　
　鳥取県行政書士会事務局 
　 0857-24-2744

国民年金のおしらせ
令和８年度　国民年金の保険料額
　令和８年４月から令和９年３
月までの国民年金保険料は、月
額17,920円（定額）です。
　国民年金保険料は右の方法で
納付できます。
学生納付特例の申請
　国民年金保険料の納付が困難な学生は、本人の所得が一定以下の場合、申
請により、在学中の納付が猶予される『学生納付特例制度』があります。こ
の申請は毎年度必要です。
⃝申請方法
・以下の①②のいずれにも該当する人
①令和７年度に学生納付特例により保険料納付を猶予されている人
②令和８年度も引き続き同一の学校に在学予定の人
→�日本年金機構から送付されるハガキ形式の申請書に必要事項を記載し、返送

・４月以降に初めて申請をする人
　　→窓口またはマイナポータルでの手続きが必要
⃝申請に必要なもの
・学生証または在学証明書（原本）
・マイナンバーまたは基礎年金番号が分かるもの
　（例）マイナンバーカード、基礎年金番号通知書、年金手帳など
・本人確認書類
　（例）マイナンバーカード、運転免許証など
⃝申請先　住民課、分庁総合窓口課
　※スマートフォンなどで、マイナポータルから申請することもできます。

問い合わせ先 　米子年金事務所　 0859-34-6111
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令和８年度鳥取県西部広域行政管理組合一般会計　予算の概要
※�鳥取県西部広域行政管理組合は、鳥取県西部圏域の２市６町１村により組織された団体で、主に消防事務や不燃物処
理施設の管理運営などを行っている特別地方公共団体です。

歳入区分 予算額
分担金および負担金 51億2,681万円
使用料および手数料 6,842万円
国庫支出金 2億2,833万円
県支出金 3,773万円
財産収入 527万円
繰入金 6,577万円
繰越金 0万円
諸収入 1億3,938万円
組合債 9億320万円
合計 65億7,490万円

➡ 米子市 28億5,408万円
境港市 6億2,412万円
日吉津村 1億4,169万円
大山町 4億1,314万円
南部町 3億26万円
伯耆町 3億1,262万円
日南町 1億8,312万円
日野町 1億2,851万円
江府町 1億2,489万円

歳出区分 予算額
議会費 148万円
総務費 8億4,207万円
民生費 6,005万円
衛生費 19億3,685万円
消防費 34億5,201万円
公債費 2億7,244万円
予備費 1,000万円
合計 65億7,490万円
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議会費 0.0%

民生費 0.9%
公債費 4.1%
予備費 0.2%

県支出金 0.6%

使用料及び

諸収入 2.1%

財産収入 0.1%

国庫支出金
3.5%

繰越金 0.0%

歳入

分担金
及び負担金
78.0%

歳出使用料および
手数料 
1.0% 消防費

52.5%
衛生費
29.5%

総務費
12.8%

組合債
13.7%

繰入金 1.0%
　令和８年２月組合議会定例会で、
令和８年度一般会計予算が決まりま
したのでお知らせします。令和８年
度の予算額は65億7,489万９千円
で、前年度の当初予算と比べて11.7
％の減となっています。

・�納付書払い（金融機関、郵便局、コンビ
ニエンスストア、スマートフォンアプリ）

・口座振替　　・クレジットカード
・ねんきんネット
※�保険料の納付が困難な場合は、保険料が免除・猶予さ
れる制度があります。
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▲日本年金機構
ホームページ

問い合わせ先 鳥取県西部広域行政管理組合　0859-22-7732事務局 総務課
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